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論文内容の要旨 

 

人間は社会的制約を乗り越えるために何らかの意識に基づいてネットワークを

形成し、それを整序して問題の解決をはかる。その一方で、ネットワークはそれ自

体が個人の意識に影響を与える。本論はこうしたパーソナルネットワークと社会意

識の規定関係を明らかにする。本論文は、序章と終章を含めた十一章より構成され

る。また、第一章から第九章は三部に分けられる。 

 序章「問題の所在」では、本論文の目的と問題設定、分析の対象と手法について

提示する。 

 第一部「ネットワークの整序と戦略」では、1990 年代前半から中頃にかけての東

京圏在住の中国系ニューカマーを対象とした分析により、エスニック集団の成員に

よるパーソナルネットワークの形成過程とエスニックな紐帯の選択について明らか

にする。第一部に含まれるのは第一章から第四章である。 

第一章「中国系ニューカマーの来日過程と意識」では、第二章以降の議論の前段

として、この時期の中国系ニューカマーの特徴をおさえる。中国系という共属意識

をもとに関係形成が可能である主な人々は、来日時期が早い順に「中国帰国者」「イ

ンドシナ難民」「台湾出身者」「大陸出身者」「華人系マレーシア人」の 5 つであ

り、それぞれについて来日過程と在留状況を述べる。その上で、東京圏での居住地

が都心近くに位置する集住地域から周辺へと拡大しつつあったこと、量的調査から

は特に大陸出身者において日本への長期滞在志向の高さが分かること、中国系ニュ

ーカマーによって新聞などのエスニックメディアや各種の団体が設立されつつあっ

たことなどを明らかにした。この時期は、中国系ニューカマーの日本社会への参入
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が徐々に進んでいくとともに、中国系ニューカマーの社会が形成され始めていた時

期であったと言える。 

 第二章「中国系ニューカマーの来日初期段階におけるネットワーク形成」では、

来日の初期段階である就学生を対象として 1993 年に実施した量的調査の分析によ

り、中国系ニューカマーのネットワーク形成を明らかにした。大陸出身者の急増し

た 1988 年から 5 年後の調査であったにも関わらず、来日時点で既に日本にネット

ワークを有している者が多く、大陸出身者は早い段階から連鎖移住が進んでいた。

就学生の場合、滞在期間が長くなるにつれて、来日後に新たに形成された中国人や

日本人のネットワークを相談ネットワークとする者が増加するが、再び出身地で形

成されたネットワークに回帰する者が一定層存在する。性別・年齢・学歴といった

属性要因は、日本でのネットワーク形成のあり方に差異をもたらさない。また、中

国語紙を購読しているなど、中国系社会への関わりが深い者は日本人のネットワー

クを形成しない傾向がある。 

 第三章「エスニック・ビジネス研究の視点」では、第四章で調査データを用いた

分析に入る前に、エスニック・ビジネスの分析枠組を検討する。ベースとなるのは

H. Aldrich と R. Waldinger（1990）による分析枠組である。その核をなすのは「エ

スニックな戦略」という概念であり、「機会構造」と「集団特性」が相互に関連す

る中から生じる。より具体的に言うならば、制度的・社会的な制約の中でビジネス

のチャンスを生かすために、手持ちの経営資源や利用可能なサポート資源を選択的

に動員する過程こそが「戦略」である。状況的エスニシティ論の文脈に置き換えれ

ば、主体が状況に応じて最も利益をもたらすエスニシティを選択する過程が「戦略」

として現れる。エスニシティに基づくネットワークは単に「社会的資源」として存

在する訳ではない。森岡清志の都市的生活構造論に即して言えば、生活目標や価値

体系といった個人の意識に基づき、特定の境界が「社会財」として再編される過程

を経て、「整序化」あるいは「戦略」において選択され得る資源となるのである。 

 第四章「東京圏における中国系ニューカマーのエスニック・ビジネス」では、特

にエスニック・ビジネスの資本形成に焦点を当て、主に 1993 年に行った聞き取り

調査のデータを用いて、中国系ニューカマーの経営者の「戦略」を分析した。第三

章で検討した分析枠組を踏まえ、まずは 1980 年代後半から 1990 年代前半にかけて

の「機会構造」（市場状況と政治的・制度的統制）と「集団特性」（既得資源と資

源動員）について明らかにした。その上で、単独での開業が困難な場合に利用・協

同するネットワークに着目し、エスニシティに基づくものであるか否か、対等な関

係であるか否かの二点から分析を行った。最も広範に観察された「エスニックな連

帯」のあり様は、エスニシティの境界が意味を持つ形で成立しているが、エスニッ

ク集団が持つ規範などに規定された関係性とは異なっていた。 

 第二部「異質への寛容性とパーソナルネットワーク」では、社会意識の規定要因

としてパーソナルネットワークが持つ説明力を明らかにする。属性変数などを統制

した場合でも、パーソナルネットワークはどの程度独自の説明力を有するのか、ま

たパーソナルネットワークが説明力を有しているとして、それはどのようなメカニ

ズムで社会意識に影響を与えるのかが分析の焦点である。第二部に含まれるのは、
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第五章から第七章である。 

 第五章「外国人に対する寛容性とネットワーク」では、1995 年に全国 7 地点で

実施した調査のデータを用いて、外国人への抵抗感の規定要因を探る。第六章「家

族意識とネットワーク」では、第五章と同じデータと分析モデルを用いて、家族の

あり方に関する意識を従属変数とした分析を行った。パーソナルネットワークの効

果に関しては、野沢慎司（1995）と松本康（1995）が提示した「磁場」と「磁場の

がれ」の検証を行っている。「磁場」の効果とは、連帯性の高いネットワークが、

その規範的な圧力によって、ネットワークが保持する意識と同一化する方向へと個

人の意識に変化をもたらすことを指す。また、「磁場のがれ」の効果とは、分散的

なネットワークが多様な規範や意識との接触機会をもたらすことにより、異質性一

般に対する寛容性が高まることである。 

 分析の結果、パーソナルネットワークが意識に与える影響が相対的に強いのはい

ずれも女性であり、外国人への抵抗感の場合は女性においてしか効果を持たないこ

とが明らかになった。親族や近隣の「磁場」の効果が見られたのは、家族のあり方

に関する意識である。また、外国人への抵抗感を低下させる「磁場のがれ」の効果

を有していたのは、友人ネットワークの規模や遠くに離れて住む友人の数であった。 

 第七章「地域社会における外国人に対する寛容度」では、1999 年に札幌市西区と

東京都豊島区で実施した調査のデータを用いて、再度外国人への抵抗感を従属変数

とした分析を行った。2006 年の時点で松本康が地域社会における外国人に対する寛

容度を扱った研究の知見を整理しており、本章ではそれぞれについて検証を試みた。 

寛容度に対して効果を有していた変数は、年齢・学歴といった個人特性や外国人

との接触頻度であり、外国人人口比率や特定のタイプの外国人の集住は、寛容度に

影響しない可能性が示された。また、相対的に外国人との接触が多い豊島区や男性

の場合、効果を持つ独立変数の構成はシンプルであったが、外国人との接触が少な

いサブカテゴリーでは、その構成はより複雑であった。パーソナルネットワークが

効果を持つ層をより明確にしたのは、隣人数を統制した分析である。近隣ネットワ

ークに埋め込まれている程度が高い者、すなわち地付き層ほど、外国人との接触や

友人関係が寛容度を高める効果を有しており、近くに居住する親族関係への埋め込

みによる負の効果も高いことが明らかになった。 

 第三部「社会意識の規定要因としてのパーソナルネットワーク」では、第二部と

同様に、パーソナルネットワークが独立変数として社会意識を規定する側面に注目

するが、さらに多様な従属変数を用いて分析を行った。 

 第八章「在日コリアンの日本国籍の取得に関する意識とネットワーク」では、こ

れまで計量的な分析がほとんど行われていない在日コリアンの日本国籍取得に関す

る意識の規定要因について、2012 年に広島市で外国籍住民を対象に実施された調査

のデータを用いて分析を行った。国籍・地域、年齢、来日世代、被差別経験は有意

ではなく、本名の使用や民族団体への参加、教育年数は一定の負の効果を及ぼして

いた。最も強い影響を及ぼしていたのは、日頃親しくつきあっている人に日本人が

占める比率であり、その比率が高い者ほど日本国籍の取得を考えているという結果

が得られた。 
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 第九章「中山間地A自治体における部落問題に関する意識の現状とその規定要因」

では、2014 年に中山間地の小規模自治体で実施された人権意識調査のデータを用い

て、部落問題に関する意識の規定要因を明らかにした。まず、この自治体の住民の

部落問題に関する意識の現状について、大阪府が 2010 年に実施した調査結果の比

較から明らかにした。それを踏まえ、同和地区の人との結婚に関する意識を取り上

げ、その規定要因を分析した。身近に差別問題の解消や人権擁護に熱心に取り組ん

でいる人がいることは、被差別者自身や被差別者の行動に差別の原因を求める意識

を低減させるとともに、部落問題そのものへの理解を深めるという点でも影響を持

っていた。 

終章「ネットワークと社会意識」では、本論での知見を整理するとともに、社会

意識の分析を行う上でパーソナルネットワークに着目することの意義を改めて検討

し、今後の課題を挙げた。 

 

 

審査結果の要旨 

 

本論文の狙いは、パーソナルネットワーク論の論理構造を演繹的に検証すること

によって、この理論の有効性を高めることにある。検証は、2 つの方向から試みら

れた。パーソナルネットワークが個人の意識と行動に及ぼす効果の確認と、個人が

環境適応のために動員するパーソナルネットワークの諸相の確認である。要するに、

パーソナルネットワークと意識・行動との間に想定される 2 方向の規定関係を総合

的に考察したところに、本論文の大きな特色がある。結論として、この試みは成功

した。パーソナルネットワーク論が現代社会の分析用具として有効であることを再

確認することによって社会学界への貢献を果たしている。 

 第Ⅰ部は、パーソナルネットワークを従属変数に位置づけた研究成果である。

1990 年代前半の東京に移住してきた中国系ニューカマーのネットワークに題材を

取っている。したがって、本研究を評価する上で、まずは演繹的研究としての対象

選択の妥当性が問われるわけだが、この点で論理に破綻はない。そもそもパーソナ

ルネットワーク論は、人が社会移動によって新たな環境に適応するときの、社会関

係資本の再構築に関心を持ってきた。こうした観点から本論文を見た場合、外国人

労働者の流入が我が国で始まったばかりの中国人就学生や起業家を研究対象に選択

したことには、一定の合理性がある。たしかに彼らは東京で、母国での帰属集団と

は異なる結合原理のネットワーク構築に努めていたことを、本研究は明らかにした。 

 なお、第Ⅰ部は歴史的意義の観点からも、高い評価に値する。現在、日本の国籍

別在留外国人に占める中国籍者の割合は第 1位である（約 30％）。1990年代前半は、

そうした中国人流入の初期にあたり、今日の在日中国人社会の基礎が築かれた時代

であった。本論文は、当時の就学生や起業家の行動を研究した点で、後世に参照さ

れるべき貴重な資料となっている。類似の研究が少ないだけに、この意義はけっし

て小さくない。 

 つぎに、第Ⅱ部と第Ⅲ部では、社会意識に対するパーソナルネットワークの効果
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に分析の焦点が移る。独立変数としてのパーソナルネットワークは、この理論を構

成するもう一つの要素である。この側面では従来から、意識変革の可能性に関心が

向けられ、かつ伝統的な集団の外に拡がる交友関係が、そうした変革可能性を持つ

かどうかが、ひとつの焦点であった。本論文も、この傾向に沿って、外国人に対す

る寛容度、家族意識の伝統と革新、在日コリアンの日本国籍取得、部落問題の啓発

などを従属変数に採用している。調査の結果、たとえば「地付層でも外国人との接

触や友人関係があれば、寛容度が高くなり、逆に、親族関係への埋め込みが寛容度

を低めている」といった類いの知見を数々得ることによって、パーソナルネットワ

ーク論の有効性を確認した。 

 以上のように、論者は、パーソナルネットワーク論がわが国に導入されて間もな

くから四半世紀にわたって、この理論の検証に地道に取り組んできた。その労を多

としたい。 

なお、本論文では量的調査法が採用されているが、この分野の技術的進歩は早い。

統計分析の最前線に論者も並ぶべく、いっそうの精進が望まれる。また、大量調査

からフィールドワークへシフトする段階に来ているように思われる。量的調査で得

られた相関関係をさらに詳しく説明しようと思えば、どうしても現場に赴いて、当

事者たちに聞き取り調査をする必要がある。今後は、こうした課題にも取り組まれ

ることを期待する。 

 以上の結果により、審査委員は一致して、本論文が甲南大学博士（社会学）の学

位にふさわしい業績であることを認めるものである。 


